
○草津市の良好な環境保全条例施行規則（抜粋） 

第２章 自然環境の保全 

第１節 地区指定等 

（保全地区の指定基準） 

第３条 条例第１２条第１項第１号の規定による保全地区の指定基準は、土地の面積が原則と

して３，０００平方メートル以上のもので、次の各号のいずれかに該当するものでなければ

ならない。 

(1) 樹林の状態がすぐれていること。 

(2) すぐれた植生が所在していること。 

(3) 池沼または河川を有し、自然環境がすぐれていること。 

２ 条例第１２条第１項第２号の規定による保全地区の指定基準は、次の各号のいずれかに該

当しなければならない。 

(1) 代表的な動物の群棲地または植物群落の生育地 

(2) 貴重な動物の生息地または植物の生育地 

(3) 著しく減少しつつある動物の生息地または植物の生育地 

（保全地区指定案の告示） 

第４条 条例第１２条第３項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による告示

は、次の事項について行うものとする。 

(1) 保全地区の名称 

(2) 保全地区に含まれる土地の区域 

(3) 指定案を縦覧に供する場所および縦覧期間 

(4) その他必要な事項 

（公聴会） 

第５条 市長は、条例第１２条第５項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定に

よる公聴会を開催しようとするときは、公聴会の開催の日時、場所および公聴会において意

見を聞こうとする案件を告示するとともに、当該案件に関し意見を聞く必要があると認める

者（以下「公述人」という。）にその旨を通知するものとする。 

２ 前項の告示は、公聴会の開催の日の２週間前までに行うものとする。 

（公聴会の議長） 

第６条 公聴会の議長は、市長が市職員のうちから指名する。 

２ 議長は、公聴会を主宰する。 

（公述人等の発言） 

第７条 議長は、公述人のうち異議がある旨の意見書の提出をした者その他意見を聞こうとす
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る案件に対して異議を有する者に異議の内容および理由を陳述させなければならない。 

２ 議長は、特に必要があると認めるときは、公聴会を傍聴している者に発言を許可すること

ができる。 

３ 公述人および前項の規定により発言を許可された者（以下「公述人等」という。）の発言

は、意見を聞こうとする範囲を超えてはならない。 

４ 議長は、公述人等が前項の範囲を超えて発言し、または不穏当な言動があつたときは、そ

の発言を禁止し、または退場を命ずることができる。 

（公聴会の秩序の維持） 

第８条 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、その秩序を妨げ、

または不穏な言動をした者を退去させることができる。 

（調書の作成） 

第９条 議長は、公聴会の終了後、遅滞なく公聴会の経過に関する重要な事項を記載した調書

を作成し、これに署名押印しなければならない。 

（保全地区指定の告示） 

第１０条 条例第１２条第６項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による告

示は、次の事項について行うものとする。 

(1) 保全地区の名称 

(2) 保全地区に含まれる土地の区域 

(3) 指定の内容 

(4) その他必要な事項 

（行為の届出） 

第１１条 条例第１４条の規定による届出（届出をした内容の変更をする場合を含む。）は、

保全地区内行為および保護樹木行為（変更）届出書（別記様式第１号）によつて行わなけれ

ばならない。 

（建築物等の届出の基準） 

第１２条 条例第１４条第１号の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

(1) 建築物にあつては、高さが５メートルまたは床面積の合計が１０平方メートルとす

る。 

(2) 建築物以外の工作物にあつては、高さが２メートルまたは水平投影面積が３０平方メ

ートルとする。 

（自然環境の保全に影響を及ぼすおそれがある行為） 

第１３条 条例第１４条第６号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。 

(1) 保全地区内の池沼・河川等の水位または水量に増減を及ぼさせること。 

(2) 樹木の生態に著しく影響を及ぽすおそれのある枝等の伐採、下草の除草もしくは表土



の採取または薬剤の散布 

(3) 市長が別に定める動植物（動物の卵を含む。）を捕獲し、または採取すること。 

(4) 屋外において物を集積し、または貯蔵すること（農業、林業または漁業の用に供する

ための物を集積し、または貯蔵する場合および建設用資材またはこれに類する資材を一時

的に集積し、または貯蔵する場合で、面積の合計が１０平方メートル、高さが１．５メー

トルを超えない場合を除く。）。 

（届出の適用除外） 

第１４条 条例第１６条第３号の規則で定める者は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０条の規定に基づ

く土地開発公社 

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９８条の規定に基づく地方開発事業団 

２ 条例第１６条第３号の規則で定める行為は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防設備を改築し、または増築

すること。 

(2) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第２条第３項に規定する地すべり防止

施設を改築し、または増築すること。 

(3) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定する河川管理施設を改築

し、もしくは増築することまたは河川を局部的に改良することであつて、河川の現状に著

しく変更を及ぼさないもの 

(4) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第２条第

２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設を改築し、または増築すること。 

(5) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第４１条第１項または第２項に規定する保安施

設事業に係る施設を改築し、または増築すること。 

３ 条例第１６条第４号の規則で定める行為は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 工作物を新築し、改築し、または増築することであつて、次に掲げるもの 

ア 保全地区内において行う工事に必要な仮設の工作物を設置すること。 

イ 森林の保護管理のための標識を設置し、または鳥獣の保護増殖のための標識、巣箱、

給餌台もしくは給水台を設置すること。 

ウ 社寺境内地において、鳥居、燈ろう、墓碑その他これらに類するものを設置するこ

と。 

エ 井戸その他これに類する工作物を設置すること。 

オ 消防または水防の用に供する施設を設置すること。 

(2) 面積が１０平方メートル以下の土地の形質の変更で、高さが１．５メートルを超える

がけ、よう壁またはのりを生ずる切土もしくは盛土を伴わないもの 



(3) 土石の採取で、その採取による地形の変更が前号に規定する土地の形質の変更と同程

度以下のもの 

(4) 面積が１０平方メートル以下の水面を埋め立て、または干拓すること。 

(5) 木竹を伐採することであつて、次に掲げるもの 

ア 自家の生活の用に充てるために木竹をその必要限度内で伐採すること。 

イ 森林の保育のために下刈し、つる切りし、または間伐すること。 

ウ 枯損した木竹または危険な木竹を伐採すること。 

エ 測量、実地調査または施設の保守の支障となる木竹をその必要限度内で伐採するこ

と。 

(6) 農業または林業を営むために行う幅員が２メートル以下の用排水施設、農道もしくは

林道を新設し、または改良すること。 

(7) 水道管、ガス管その他これらに類するものを埋設すること。 

第２節 保護樹木 

（保護樹木の指定基準） 

第１５条 条例第１８条の規定による保護樹木は、健全であり、かつ、学術的または歴史

的に意義がある樹木であつて、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、市

長が特に保護の必要があると認めたときは、この限りでない。 

(1) 地上から１．２メートルの高さにおける幹の周囲が１．５メートル以上であるこ

と。 

(2) 地上からの高さが１５メートル以上であること。 

(3) 株立ちした樹木で高さが３メートル以上であること。 

(4) はん登性樹木で枝葉の面積が３０平方メートル以上であること。 

（保護樹木に係る行為の届出） 

第１５条の２ 条例第１９条第１項ただし書により市長の許可を得ようとするものは、保

全地区内行為および保護樹木行為（変更）届出書（別記様式第１号）によつて行わなけ

ればならない。ただし、次に掲げるような軽微な行為については、この限りでない。 

(1) 枯損枝または危険枝の切除 

(2) 整枝またはせんてい 

(3) 前２号に類する行為 

２ 前項の届出には、次のものを添付しなければならない。 

(1) 付近見取り図 



(2) その他市長が必要と認めるもの 

第３節 助成 

（助成措置） 

第１６条 条例第２０条の規定による助成は、保全地区に係るものは、予算の範囲内にお

いて別表第１に定めるところによる。 

２ 市長は、必要と認めるときは、条例第２０条の規定により保護樹木の枯損の防止また

はその保護に係る技術的な処置に対し、予算の範囲内において助成を行うものとする。 

３ 前２項にかかわらず、国等は、助成対象者としない。 

４ 前３項に定めるもののほか、助成に必要な事項は、市長が別に定める。



 

別表第１（第１６条関係） 

助成金 保全地区助成金 

助成対象者 当該土地の所有者または管理者 

助成対象とな

る取組み 

助成対象となる取組みは、次に掲げるとおりとする。 

(1) 薬剤の散布、草刈、剪定 

(2) 立木および枝の伐採、倒木の処理 

(3) 保全地区内の清掃 

(4) その他自然環境の保全および緑化の推進のために市長が必要と認める取組

み（緑地以外の部分に係るものを除く。） 

助成金の額 １ 当該土地に係る草津市税条例（昭和４５年草津市条例第９号）の規定によ

る固定資産税および都市計画税の合計額に相当する額に、当該土地のうち、

樹林の部分について、次の各号に掲げる部分ごとに、それぞれ当該各号に掲

げる面積当たりの金額を順次乗じて得た額を加えた額以内とし、その額が１

００，０００円を超える場合にあつては、１００，０００円とする。 

(1) ３，０００平方メートル以下の部分 １平方メートル当たり １０円 

(2) ３，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以下の部分 １

平方メートル当たり ５円 

(3) ５，０００平方メートルを超え１０，０００平方メートル以下の部分 

１平方メートル当たり ３円 

(4) １０，０００平方メートルを超える部分 １平方メートル当たり １円 

２ 助成対象者が、草津市自然環境保全地区助成金交付要綱（平成３０年草津

市告示１２５号）第３条第１項第２号に規定する自然環境保全計画書を提出

した場合は、前項の規定により計算した助成金の４年度分に相当する額以内

で、市長が定める額とする。 



 


